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1. はじめに 
 

第 1 回に引き続き、バングラデシュにおける現地拠点の設立･設置について解説致します 1。 

 

2. 現地拠点の設立･設置（承前） 
 

(1) 会社(承前) 

 

c. 所轄当局における登録等 

 

(a) 所轄当局 

 

 会社は、会社法に基づきダッカに所在する RJSC、及びバングラデシュ投資庁(BIDA: Bangladesh Investment 

Development Authority)(BIDA 法に従い、同庁が主たる投資促進機関の場合)にそれぞれ登録が必要です。他方、会

社が他の投資促進機関(IPA: Investment Promotion Agency)の管轄下の各地域(ゾーン)に設立する場合、BIDA への

登録は必要とされません。主な IPA として、次のものがあります。 

 

(i) バングラデシュ経済特区庁(BEZA: Bangladesh Economic Zones Authority) 

(ii) バングラデシュ官民パートナーシップ庁(PPPAB: Public Private Partnership Authority Bangladesh) 

(iii) バングラデシュ輸出加工区庁(BEPZA: Bangladesh Export Processing Zones Authority) 

(iv) バングラデシュハイテクパーク庁(BHTPA: Bangladesh Hi-Tech Park Authority) 

 

 現在、バングラデシュには、88 か所の経済特区(EZ: Economic Zone)、8 か所の輸出加工区(EPZ: Export Processing 

Zone)、28 か所のハイテク･パーク(HTP: Hi-Tech Park)/ソフトウェア･テクノロジー･パーク(STP: Software Technology 

Par)があります。これらの各ゾーンで事業活動を行う場合、それぞれの所轄当局への登録が必要となります。なお、

EZ、EPZ、及び HTP では、それぞれ税の減免等の投資優遇措置が定められています。上記に対し、官民パートナー

シップを行うためには、PPPAB の許可が必要となります。 

 

(b) 設立手続 

 

 前述の通り、会社を設立するためには、会社法に基づき、RJSC に設立登録を行う必要がありますが、主な手続の概

要は、以下の通りです。 

 

                                                   
1  なお、連載第 1 回において定義した用語は、本稿においても同じ意味を有するものとします。 
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(i) 設立発起人(2 名以上)による商号及び会社設立に係る決議 

(ii) RJSC による商号調査に係るクリアランス 

(iii) バングラデシュの銀行に設立前口座の開設 

(iv) 設立前口座への資本金の送金、及び銀行から支払証明書の取得 

(v) 各取締役による署名済み基本定款及び附属定款、取締役に係る情報等を含む必要書類の RJSC への提出 

 

 設立前口座への資本金の送金は、海外からのみ可能です。また、設立前口座から引き出しも認められません。新会

社の設立及び RJSC における登録後において通常の銀行口座が開設されると、設立前口座内の資金は当該通常の

銀行口座に振り替えられ、設立前口座は閉鎖されることになります。 

 

(c) 許認可等 

 

 会社設立後は、一般的に必要な許認可等として、営業許可証(Trade License)、納税者番号(e-TIN: Tax Identification 

Number)、付加価値税事業者登録番号(BIN: Business Identification Number)、商工会議所登録、BIDA(又は IPA)登録

等があります。また、これらの許認可等のほか、事業内容に応じて、個別の事業に係る許認可等が必要とされる可能

性もあります。 

 

(d) 外国人の雇用 

 

 会社が外国人を従業員として雇用する場合、BIDA 又は IPA から労働許可(Work Permit)を取得しなければなりませ

ん。労働許可の取得手続の概要は、以下の通りです。 

 

(i) BIDA/IPA から推薦状の取得 

(ii) バングラデシュ大使館等から雇用ビザ(E-Visa: Employment Visa)又は投資家(PI: Private Investor)ビザの取得 

(iii) BIDA/IPA から労働許可の取得 

 

 労働許可が発行される要件の 1 つとして、海外からの外国送金で、5 万米ドル以上が会社に送金されることが必要と

されています。なお、労働許可の取得には 2～3 か月以上を要する場合もあります。 

 

(2) 支店･駐在員事務所 

 

a. BIDA 許可 

 

 会社(本店)がバングラデシュに支店又は駐在員事務所を設置する場合、BIDA の事前許可(以下｢BIDA 許可｣)を取得

することが必要とされます(Foreign Exchange Regulation Act, 1947、バングラデシュ銀行発行の外国為替取引ガイドラ

イン、及び BIDA 法)。 

 BIDA 許可を取得するためには、必要な情報を記載した所定の申請書のほか、その他の必要書類を提出する必要が

あります。必要書類には、取締役に関する情報、認証済み会社定款、取締役会議事録、組織図及び現地拠点の活動

内容、監査済み財務諸表、現地代表者への委任状、現地代表者に係る情報等が含まれます。 

 

b. 法的性質 

 

 支店又は駐在員事務所は、会社(本店)から独立した法人格は有しておらず、会社(本店)の一部であり、会社(本店)

の定款が支店又は駐在員事務所の活動を規律するものと考えられています。 

 

c. 収益活動 

 

 支店は、本店と同じ事業を行い、BIDA 許可を得た取引を行うことができます。また、支店は、許可を得た事業分野か
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ら収益を得ることもできます。 

 駐在員事務所は、本店と現地代理人との連絡/調整を行い、自社製品に関する販売促進活動を行い、BIDA から許

可された活動を行うことができます。但し、バングラデシュでは収益を得ることはできません。 

 

d. 運転資金、設置費用等 

 

 駐在員事務所の設置及び運営に関する費用(外国人従業員及び現地従業員の給与を含みます。)は、本店から外国

送金された資金によって賄う必要があります。 

 支店及び駐在員事務所のいずれについても、BIDA 許可の発行日から 2 か月以内に、5 万米ドル相当の外国為替に

よりバングラデシュ国内に送金することが必要とされます。当該資金は、当初設立費用及び 6 か月分の運営費用が想

定されています。 

 

(次号に続く) 

 

 

 
  

当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 

また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 

 

本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。 

 

西村あさひ法律事務所 広報室 E-mail  
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